
 

 

２０２２年１月１７日 

各   位 

株式会社 東京証券取引所 

上    場    部 

 

英文開示実施状況調査結果（２０２１年度）の公表について 

－プライム市場選択会社の英文開示実施率は８８．９％に－ 

 

 株式会社東京証券取引所は、海外投資家の利便性の向上を図り、上場会社より

開示された情報に基づく適切な投資判断ができるよう、上場会社の英文開示へ

の取組状況の把握とその促進を目的として、２０１９年より上場会社に対して

「英文開示実施状況調査」を行い、回答内容を一覧としてとりまとめ、当取引所

のウェブサイトを通じて、広く海外投資家等に提供しております。 

このたび、２０２１年度の調査を行い、一覧を更新するとともに、調査結果概

要をとりまとめましたので、お知らせいたします。 

 

本年４月の新市場区分への移行に向けて、グローバルな投資家との建設的な

対話を中心に据えた企業向けの市場であるプライム市場を選択した上場会社に

おいては、英文開示実施率が８５．８％（前年末時点７９．７％）に達しました。

プライム市場への移行に際して英文開示を開始する旨を表明している会社を含

めると、英文開示実施率は８８．９％となり、市場区分再編を機に上場会社にお

ける英文開示の取組が進んでいる状況が明らかになりました。 

新市場区分への移行以後に適用されるコーポレートガバナンス・コードでは、

「特に、プライム市場上場会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、

英語での開示・提供を行うべきである」（補充原則３－１②後段）とされており、

今後も英文開示の一層の充実が期待されます。 

 

 詳細は別紙をご覧ください。 

 

以  上 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

株式会社東京証券取引所 

 上場部 開示業務室 ディスクロージャー企画グループ 

０３－３６６６－０１４１（代表） 



別 紙 
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英文開示実施状況調査結果（２０２１年度）の公表について 

－プライム市場選択会社の英文開示実施率は８８．９％に－ 
 

２０２２年１月１７日 

株式会社 東京証券取引所 

上 場 部  開 示 業 務 室 

 

【調査概要】 

➢ 上場内国株券の発行者全社1を対象として、決算短信や株主総会招集通知等

の英文開示の実施有無、開示タイミング等についてアンケート調査2を実施 

➢ 回答社数：３,３１５社、プライム市場選択会社は全社（外国会社１社を除く

１,８４０社）が回答 

➢ 海外投資家によるアクセス向上のため、調査結果（英文開示実施状況の一覧）

は当取引所のウェブサイト（https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclo

sure-gate/availability/index.html）に掲載 

 

【調査結果（概況）】 

（英文開示実施率） 

➢ プライム市場選択会社について、英文での情報開示を実施している上場会社

（２０２１年１２月末時点）は８５．８％（前年末比＋６．１ポイント）、 

プライム市場への移行に際して開始する旨を表明している会社を含めると

８８．９％（前年末比＋９．２ポイント）となり、市場区分再編を機に上場

会社の取組が進展 

 

 
1 2021年 12 月末時点の東証内国上場会社（TOKYO PRO Marketを除く）3,771 社（テクニカル上場予

定の 2 社を含む）が調査対象 
2 調査対象書類：決算短信、その他（決算短信以外）の適時開示資料、株主総会招集通知、コーポレー
ト・ガバナンスに関する報告書、有価証券報告書、IR説明会資料、その他の英文開示資料（任意回答） 
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https://www.jpx.co.jp/equities/listed-co/disclosure-gate/availability/index.html
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（資料別実施率） 

➢ コーポレートガバナンス・コード（補充原則３－１②後段）において、プラ

イム市場選択会社は、開示書類のうち必要とされる情報について、英語での

開示・提供を行うべきとされているところ、海外投資家アンケート3におい

て優先的に取り組むべきとの回答が多かった決算短信及びＩＲ説明会資料

の実施率（開始予定含む）は、それぞれ７３．３％（前年末比＋１１．０ポ

イント）、６７．１％（前年末比＋６．７ポイント）4と上昇 

➢ また、コーポレートガバナンス・コード（補充原則１－２④）において英訳

を進めるべきとされている株主総会招集通知の実施率（開始予定含む）につ

いても、７１．４％（前年末比＋１３．９ポイント）に上昇 

 

 

 

 

以 上 

 
3 2021 年 8 月 30 日「英文開示に関する海外投資家アンケート調査結果の公表について」（https://www.jp

x.co.jp/corporate/news/news-releases/0060/20210830-01.html） 
4 IR説明会資料の実施率は、日本語資料を開示していない会社を除いた数値 

62.3% 60.5% 57.4%

67.8% 64.9% 64.2%

73.3%
67.1%

71.4%

決算短信 IR説明会資料 株主総会招集通知

資料別実施率（プライム市場）

2020年12月末 2021年12月末 開始予定含む
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https://www.jpx.co.jp/corporate/news/news-releases/0060/20210830-01.html

